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○千代田区一般廃棄物の処理及び再利用に関する条例 

第１章 総則 

第３節 事業者の責務及び減量義務（第10条―第18条） 

（基本的責務） 

第10条 事業者は、事業系廃棄物の発生を抑制し、再利用を図ること等により、その事業系廃棄物の

減量を図らなければならない。 

２ 事業者は、その事業系廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。 

３ 事業者は、事業系一般廃棄物の減量及び適正な処理の確保に関し、区の施策に協力しなければな

らない。 

（事業系廃棄物の発生抑制） 

第11条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、長期間使用可能な製品の開発、製品の修理体

制の確保等事業系廃棄物の発生の抑制に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、再生資源及び再生部品（資源の有効な利用の促進

に関する法律（平成３年法律第48号）第２条第４項に規定する再生資源及び同条第５項に規定する

再生部品をいう。）並びに再生品を利用するよう努めなければならない。 

一部改正〔平成12年条例45号〕 

（再利用の容易性の自己評価等） 

第12条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等の再利用の容易性について

あらかじめ自ら評価し、再利用の容易な製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等の再利

用の方法について情報を提供すること等により、その製品、容器等の再利用を促進しなければなら

ない。 

（適正包装等） 

第13条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、自ら包装、容器等に係る基準を設定する等に

より、その包装、容器等の適正化を図り、事業系廃棄物の発生の抑制に努めなければならない。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、再び使用することが可能な包装、容器等の普及に

努め、使用後の包装、容器等の回収策を講ずる等により、その包装、容器等の再利用の促進を図ら

なければならない。 

３ 事業者は、区民が商品の購入等に際して、当該商品について適正な包装、容器等を選択できるよ

う努めるとともに、区民が包装、容器等を不要とし、又はその返却をする場合には、その回収等に

努めなければならない。 

（事業用大規模建築物の所有者等の義務） 

第14条 規則で定める事業用の大規模建築物（以下「事業用大規模建築物」という。）の所有者は、

再利用を促進する等により、当該事業用大規模建築物から出される事業系一般廃棄物を減量しなけ

ればならない。 

２ 事業用大規模建築物の所有者は、当該事業用大規模建築物から排出される事業系一般廃棄物の減

量及び適正な処理に関する業務を担当させるため、規則で定めるところにより、廃棄物管理責任者

を選任し、その旨を区長に届け出なければならない。 

３ 事業用大規模建築物の所有者は、規則で定めるところにより、再利用に関する計画を作成し、当

該計画書を区長に提出しなければならない。 

４ 事業用大規模建築物の所有者は、当該事業用大規模建築物又は敷地内に規則で定める基準に従い、

再利用の対象となる物の保管場所を設置するよう努めなければならない。 

５ 事業用大規模建築物の占有者は、当該事業用大規模建築物から生ずる事業系一般廃棄物の減量に

関し、事業用大規模建築物の所有者に協力しなければならない。 

６ 事業用大規模建築物を建設しようとする者（以下「事業用大規模建築物の建設者」という。）は、

当該事業用大規模建築物又は敷地内に規則で定める基準に従い、再利用の対象となる物の保管場所

を設置しなければならない。この場合において、事業用大規模建築物の建設者は、当該保管場所に

ついて、規則で定めるところにより、あらかじめ区長に届け出なければならない。 

（改善勧告） 
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第15条 区長は、事業用大規模建築物の所有者が前条第１項から第３項までのいずれかの規定に違反

していると認めるとき、又は事業用大規模建築物の建設者が同条第６項の規定に違反していると認

めるときは、当該事業用大規模建築物の所有者又は当該事業用大規模建築物の建設者に対し、期限

を定めて、必要な改善その他必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 

（公表） 

第16条 区長は、前条の勧告を受けた事業用大規模建築物の所有者又は事業用大規模建築物の建設者

がその勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。 

２ 区長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表をされるべき者に

その理由を通知し、その者が意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。 

（収集拒否等） 

第17条 区長は、事業用大規模建築物の所有者又は事業用大規模建築物の建設者が前条第１項の規定

による公表をされた後において、なお、第15条の勧告に係る措置をとらなかったときは、当該建築

物から排出される事業系一般廃棄物の収集若しくは運搬を拒否し、又は区長の指定する処理施設へ

の搬入を禁止することができる。 

（顕彰） 

第18条 区長は、廃棄物の減量及び適正な処理に積極的に取り組み、顕著な成果を上げた事業用大規

模建築物の所有者、廃棄物管理責任者等を顕彰することができる。 


